


序　　　　　文

　エジプト・アラブ共和国では、国家施策の重要課題のひとつとして教育改革が実行され、1995/1996年

度の教育予算は、国家予算の約 15.6％を占めるに至っている（ちなみに日本の場合は 2000 年度

の概算要求で約 11％）。なかでも理科・算数（数学）の授業改善を重視しており、我が国に対し

て小学校の理科・算数を質的に向上させるための協力を要請してきた。

　これに対して我が国は、1997年から 2000年にかけて、国立教育研究開発センター（NCERD）

をカウンターパート機関とする専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小学校理数科授業改善」

を実施した。そして、児童が自ら考え、自ら答えにたどりつくプロセスを重視した新しい授業法

を導入するための教師用ガイドブック（英文）を作成した。この結果を受けた新たなプロジェク

トを形成するため、第１次から第３次までの事前評価調査団を派遣し、現地での実施協議を行っ

た。

　本報告書は、実施協議に至るまでの調査・協議結果を取りまとめたものである。さらに、第１次

から第３次までの事前評価調査報告書を収録し、経緯を明らかにするよう努めた。

　ここに至るまでにご協力頂いた内外関係各機関に心より謝意を表するとともに、引き続き一層

のご支援をお願いする次第である。

　2003 年 10 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国際協力機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会開発協力部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部長　末　森　　満
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第１章　背景と経緯

１－１　背　景

　エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）において教育の近代化は優先度の高い

政策のひとつであり、理数科教育についても、従来の暗記的な手法のみに頼った授業法を質的に

改善していくことが重要な課題となっている。

　このため我が国は、1997年から2000年にかけて、国立教育研究開発センター（NCERD）をカ

ウンターパート（C／P）機関として、専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小学校理数科授

業改善」を実施し、同国の理数科教育に、児童が自ら考え、自ら答えにたどりつくプロセスを重

視した新たな授業法を導入すべく、小学校の教師用のガイドブック（英文）を作成した。

　同ガイドブックは、協力終了後、エジプト側独自でアラビア語への翻訳作業が進められ、これ

を基に欧州連合（EU）・世界銀行の事業として一部の県でパイロット的に活用が行われるなど、

現在、その普及に向けた取り組みが開始されている。

　こうした取り組みがあるなか、エジプト政府は日本政府に対し、小学校理数科の教育改善につ

いての協力を要請してきた。これを受けて JICAは、プロジェクト形成のための事前評価調査を

行った。その結果、ミニプロジェクトで作成された教師用ガイドブックの提唱する新しい授業法

を、本格的に定着・普及させるため、モデル校を設定し、そこでの授業実践を通して、NCERDス

タッフの教育現場での指導力の一層の向上を図ることを目的とするプロジェクトを開始すること

とした。

１－２　経　緯

（1）専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小学校理数科授業改善」（1997 年 10 月～ 2000 年 11 月）

　エジプトにおいては、Mubarak 政権の下、国家施策の重要課題のひとつとして教育改革が

実行され、近年、教育予算も1995/1996年度で国家予算の15.6％を占めるほど増加している。

こうしたなか、エジプト政府は基礎教育のなかでも理科・算数（数学）を生徒の将来を左右

する科目として注目し、我が国に小学校理科、算数の質的向上に対する協力を要請してきた。

　エジプトの初等教育（理数科）に対する我が国の協力としては、1996 年に短期調査（北海

道教育大学 小島 喜孝 教授、佐藤 有 助教授、横関 祐見子 JICA 国際協力専門員）を行った

あとで、1997 年 10 月から 2000 年 11 月までの３年間、北海道教育大学を国内支援機関とし

た専門家チーム派遣「小学校理数科授業改善」が実施された。ここでは、NCERD を C ／ P

機関とし、エジプト教科書の各章の内容ごとに授業法をまとめた「小学校理数科教師用ガイ

ドブック」を作成した。
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（2）基礎調査（2000 年４月）

　こうしたなかで、エジプト側より小学校理数科に関して更なる協力の要請があげられ、

2000年４月には基礎調査団を派遣し、小学校理数科の質的向上に関して、プロジェクト方式

技術協力による案件形成の可能性を技術的見地から調査した。

　調査では、2002年９月より小学校が５年制から６年制に移行するのに伴い、新たな授業内

容を検討し、新制度に備えることが必要であることから、我が国に理数科教育分野の支援に

ついて要請があった。これに対し、日本側から提示した教育の質的向上に向けた複数のアプ

ローチ案のなかから、「小学校児童の学力評価調査」、「現職教員研修」、「教材の開発」の３つ

に関心が示され、同時に環境の異なる複数の公立小学校を「実験校」に指定して、教員及び

児童のレベルの変化をモニタリングしていきたい、との提案があった。

　一方で、エジプトの教育関係機関は部局・センターごとの縦割りの性格が極めて強いこ

と、教育省の調整能力が低いこと、情報に関する閉鎖性等が確認され、教育省の構造や事業

全体の把握が極めて困難な状況であることが明らかになった。

　調査終了後は、エジプト側から具体的要望の聴取を行いながら、日本側からプロジェクト

案を提案する形で準備を計画していたが、エジプト側からの要望内容が中等教育にシフトし

たりするなど統一性を欠き、プロジェクト案の形成は困難を極めた。

　こうしたなか、専門家チーム派遣終了前の2000年11月には、終了時セミナーが開催され、

開発された教師用ガイドブックが教育大臣をはじめとする教育省関係者及び他ドナーから高

く評価された。これを受け、実施機関であったNCERDは本ガイドブックのアラビア語翻訳・

印刷・配布・教員研修での普及を計画するに至った。

　

（3）第１次事前評価調査（2001 年４月）

　かかる情勢のなか、成果が一般教員・児童レベルにまで裨益することを念頭に置いた日本

側プロジェクト案をエジプト側に提示し、その実施の妥当性、必要な関係機関の連携を行う

意思があるかどうかについてエジプト側と協議することを目的に、2001年４月に第１次短期

調査団（2002年度より事前評価調査団と名称変更）を派遣した。しかし、日本のもつ問題意

識に対し、エジプト側関係者から一致した合意を取り付けることはできず、コンセプトに関

する意見交換にまで至らなかった。

（4）第２次事前評価調査（2002 年４月）

　日本側でプロジェクト案を検討した結果、関係機関の縦割りが極めて強いため、日本の協

力成果を制度として確立させることは難しいと判断し、NCERD スタッフと共同で、カイロ

県の実験校のなかから選定された複数のモデル校の教員に実践指導を行うというアプローチ
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をとり、もってモデル校をエジプトにおける小学校理数科教育改善の基盤とするよう関係機

関と協議を行った。

　当初は効果の将来的な普及を考慮し、教育省等の機関もプロジェクト関係機関として位置

づける計画だったが、上述のとおり行政機関の縦割りが激しく、組織間の横の連携がとりに

くいことに加え、NCERDの強い意向もあり、NCERDのみをC／P機関とすることにした。

　一方で、NCERDはミニプロジェクトで作成した教師用ガイドブックを活用して、EUと世

界銀行の実施する教育向上プログラム（EEP）の一環として、イスマイリーヤ県及びケナ県

の教員を対象としたパイロット研修を実施していた。EEPの実施機関である教育省のプログ

ラム計画・モニタリングユニット（PPMU）はこの教師用ガイドブックを高く評価しており、

今後 15 県でこのガイドブックを活用した教員研修を実施する予定である。しかし、ガイド

ブックの根本にある考え（underlying concept）を理解しているエジプト側の人材が少ないの

で、開発者である JICA専門家に協力してもらいたい、という要望がPPMUのローカルコンサ

ルタントよりあげられた。

　JICAと PPMUの行う協力は相互補完的であるといえる。ガイドブックの提唱する授業方

法を定着させる共通の目的を掲げ、JICAプロジェクトはモデル校に対して「狭く深く」定着

させるというアプローチをとり、PPMU研修は「広く浅く」効果を普及させるアプローチを

とっている。JICAの専門家が PPMU研修の講義を部分的に担当すること等により連携する

こととした。

（5）第３次事前評価調査（2002 年８月）

　第２次調査で合意したプロジェクト案をより具体化すべく、エジプト側が履行すべき条件

や、実施体制の確認を行う目的で第３次事前評価調査を実施した。また、団員のうち北海道

教育大学の教官は、調査期間の後半において PPMU 研修の講師を務めた。

　調査期間中は小学校が夏期休暇中だったため、モデル校の候補となり得る学校関係者との

協議はできなかった。これらは調査後引き続き企画調査員を通じてコンタクトすることと

し、本調査ではもっぱら NCERD とプロジェクトの詳細について協議した。

　PPMU研修への協力はこれが最初であり、事前の研修内容のすり合わせ等が十分行われな

かったことがあったものの、教官の努力で大きな成果が達成されたものと思われる。

（6）実施協議（2003 年２月）

　第３次調査以降、企画調査員を通じてエジプト側と更に協議を重ね、2003年２月に実施協

議の討議議事録（R／D）を JICAエジプト事務所長とNCERD所長とで署名・交換した。署

名式には北海道教育大学の学長と在エジプト日本国大使も出席した。
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１－３　実施協議について

（1）署名日：2003 年２月 19 日

（2）協議参加者

〈エジプト側〉

国立教育研究開発センター（NCERD）

Dr.Nadia Gamal El Din 所　長

〈日本側〉

JICA エジプト事務所

下村　則夫　 所　長

岩間　敏之 次　長

宇多　智之 所　員

橋本　和明 企画調査員
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第２章　討議議事録の交渉経緯

２－１　プロジェクトの目標設定について

　本プロジェクトは新しい授業方法を導入することを目的とするものであることから、教育現場

で必ずしも好意的、積極的な支持を得られないケースが発生する可能性がある。特にエジプトで

は教師からの一方通行の教授法が一般的であるといわれている。また教師の権威が強いため、ガ

イドブックに紹介されている双方向性の授業形態は今のところ実践されているケースが少なく、

同コンセプトの導入、関係者への周知には相当な時間がかかると予想される。

　上記の点に加えて、これまでのエジプトにおける他分野の技術協力プロジェクトの経験からい

えば、効率的に物事が進むことは少なく、エジプト側の実施体制に係る一貫性の欠如、相矛盾す

る業務指示、関係者の責任範囲の不明確さ等の問題点が指摘されている。他国での日本のこれま

での協力経験、手法がエジプトでは生かされないことが多々見受けられる。

　これらのエジプトの事情と、本プロジェクトに係る日本側の投入規模を考慮した結果、プロ

ジェクト目標は「新しい授業方法がモデル校に定着し、普及のための基盤が整備される」ことと

し、上位目標は「カイロ県及び教育省のプログラム計画・モニタリングユニット（PPMU）研修

の対象県において新しい授業方法が活用される」ことが妥当との結論に達した。

２－２　PPMUと JICA の相互協力位置づけ

　本プロジェクトが投入・裨益対象を絞り、質的進化を図っていくことから、PPMUとの相互協

力は、量的拡大・面的広がりをもたせる意味で、またPPMUから一定の便宜（ガイドブックの印

刷、研究・授業視察等）を得ることができるという点で、非常に重要である。しかしながらPPMU

研修のJICAとPPMUの責任分担は明確でなく、JICAは同研修全体に対する法的権限、拘束力も

ないため、討議議事録（R／ D）に盛り込むことは困難と思われた。

　したがって、JICAプロジェクトのみに関する記述及びプロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）を盛り込んだR／Dに、日本側と国立教育研究開発センター（NCERD）所長が署名し、

PPMU研修に関しては、JICAプロジェクトとの相互協力に言及したミニッツを作成し、日本側と

PPMUの責任者（Dr. Nadia）とで署名した（付属資料５．参照）。

２－３　モデル校の教員に対する手当について

　エジプトでは、教師の放課後のアルバイトは法律で禁じられているが、大半の教師は放課後に

個人授業を行っており、その収入が生活の大きな糧となっている。このような現状を考えると、

モデル校での実践指導は勤務時間内に行い、残業時間を減らし、NCERDスタッフ及び教員のモ

チベーションを維持すべきである。しかしながら、勤務時間内に実践指導ができず、残業が続く
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ようなことがあれば、教員のモチベーションを維持するために、生活の実質的な収入の部分で柔

軟に手当を支給する可能性は残しておくべきだと考える。

　今後プロジェクトチームがモデル校と具体的な交渉を進める際に、勤務時間内での協力が非常

に困難と判断された場合には、手当を支給することについて前向きに検討することとした。
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第３章　プロジェクト概要

３－１　目　標

（1）上位目標

　理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び教育省のプログラム計画・

モニタリングユニット（PPMU）研修の対象県の小学校で活用される（※上位目標は JICAと

PPMUとで共有する。これを達成するために両者は協力・連携するが、一方は他方の成果に

対する責任は負わない）。

（2）プロジェクト目標

　理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がモデル校において定着し、更なる普及のた

めの基盤が整備される。

３－２　期待される成果

（1）国立教育研究開発センター（NCERD）スタッフが教員に対して、新しい教授法を的確に指

導できる。

（2）モデル校の教員が新しい教授法を習得し、授業で実践できる。

（3）新しい教授法が効果的であることが検証される。

（4）理数科ガイドブックが改訂される。

（5）モデル校でガイドブックの教授法が伝達されるシステムが確立される。

（6）新しい教授法が教育関係者によって理解される。

３－３　協力活動内容

（1）NCERD スタッフと協力して、モデル校の教員に対して理数科の新しい教授法の実践指導

を行う。

（2）モデル校の選定、校長に対する説明会開催、モデル校教員に対する実践指導を行う。
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（3）新しい教授法の効果を測るための調査方法を検討する。モデル校の児童・教師に対し、新

しい教授法の調査を行う。調査結果を分析し、新しい教授法の効果を実証する。

（4）授業実践の教訓等に基づき、段階的にガイドブックを改訂する。

（5）モデル校のスクールベースド・トレーニングユニットの機能を強化するための助言を行

う。

（6）教育関係者に対して公開授業やセミナーを開催する。
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第４章　特記事項

４－１　国内の実施体制について（北海道教育大学）

　ミニプロジェクトでは北海道教育大学の教官が長期・短期で派遣されたが、組織的に派遣する

形ではなかったため、教官の負担が大きかった。しかし、本プロジェクト開始にあたっては、同

大学が、学内に「エジプト小学校理数科教育改善プロジェクト会議」を設置し、組織的に協力し

てもらえることとなった。同会議に付属する形で「エジプト小学校理数科教育改善プロジェクト

運営委員会」も設置され、プロジェクト会議の開催・方針決定等を行う。

　チーフアドバイザーの派遣（13か月交代、計３名の派遣）、C／ P研修員の受入れに加え、ガ

イドブックの改訂については国内で改訂チームをつくり、実施する。

４－２　専門家派遣について

　チーフアドバイザーはミニプロジェクトにおいてガイドブック作成に携わった北海道教育大学

の教官を派遣するが、大学の都合上 13か月交代（引き継ぎ期間を考慮）で計３名派遣する。

　長期専門家（理科教育・数学教育）については、北海道教育大学の強い要望により、北海道の

現職教員を派遣する方向で北海道教育委員会と調整していたが、道教委の都合により、１年目の

派遣は不能となったため、退職した小学校校長を派遣する。２年目以降は北海道教育委員会から

現職教員が派遣される予定である。





付　属　資　料

１．事業事前評価表

２．Record of Discussions

３．Minutes of Meeting（Project Document を含む）

４．Project Document 日本語版（要約）

５．PPMUに関するMinutes of Meeting

６．EEP に関する資料
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１．プロジェクト要請の背景

　エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では1981年にMubarak大統領が政権

に就いて以来、教育指標が大幅に改善した。特に1990年代の学校建設によって初等教育の量的

側面が改善された。しかし、初等教育の質的側面は十分に対策が講じられてきたとはいい難い。

驚くべきことに、2000/2001年に公立小学校の５年生の11.08％が留年している。表－１と表－２

は、公立と私立の小学校とも高学年になるほど留年率が高くなる傾向があることを示している。

１．事業事前評価表

事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

案 件 名
　エジプト小学校理数科教育

　　　　　改善プロジェクト

実施地域　カイロ県

対　象　国　エジプト・アラブ共和国

実施予定期間
　2003年４月１日～2006年３月31日

　　　　　　　（３年間）

学　年
就学者数 留年者数

男　子 女　子 合　計 男　子 女　子 合　計 ％

１ 3,642,917 3,599,537 1,242,454 030,840 030,840 030,840 00.00

２ 3,672,814 3,609,083 1,281,897 030,848 017,888 048,736 03.80

３ 3,674,995 3,604,185 1,279,180 041,219 022,174 063,393 04.96

４ 3,713,675 3,624,281 1,337,956 065,025 035,276 100,301 07.50

５ 3,777,711 3,660,090 1,437,801 103,017 056,302 159,319 11.08

合　計 3,482,112 3,097,176 6,579,288 240,109 131,640 371,749 05.65

表－１　公立小学校の就学者数と留年者数（人） 2000/2001年

出所：教育省“Pre-University Education Statistics 2000/2001”

学　年
就学者数 留年者数

男　子 女　子 合　計 男　子 女　子 合　計 ％

１ 064,735 059,181 123,916 000 000 1,000 0.00

２ 060,154 055,868 116,022 209 132 1,341 0.29

３ 056,767 053,254 110,021 107 077 1,184 0.17

４ 055,888 051,764 107,652 245 159 1,404 0.38

５ 054,353 050,875 105,228 310 193 1,503 0.48

合　計 291,897 270,942 562,839 871 561 1,432 0.25

表－２　私立小学校の就学者数と留年者数（人） 2000/2001年

出所：教育省“Pre-University Education Statistics 2000/2001”

作成日：2002年 11月 29日

担当部・課：社会開発協力部社会開発協力第二課
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　JICA は 1997 年から 2000 年まで小学校の理数科教育改善に係るミニプロジェクトを実施し

た。その成果品のひとつに教員用ガイドブックがあり、関係者から高い評価を得ているものの、

まだ実用に供する段階には至っていない。そのため、エジプトは日本政府に対し、理数科のガ

イドブックを用いた新しい教授法を定着させ、更なる普及のための基盤が整理されるよう、そ

れに必要な指導・助言を与えることを再び要請してきたものである。

２．相手国実施機関

　国立教育研究開発センター（NCERD）

３．プロジェクトの概要及び達成目標

（1）達成目標

1） プロジェクト終了時の達成目標

目標：理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、モデル校において定着し、更な

る普及のための基盤が整備される。

指標：次の関係者による新しい教授法の評価：①教育行政官、②教員、③保護者、④児

童

2） 協力終了後に達成が期待される目標

目標：理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び教育省のプログラ

ム計画･モニタリングユニット（PPMU）研修の対象県の小学校で導入される。

指標：①　新しい教授法を導入している学校数

　　　②　新しい教授法を実践している教員数

　　　③　新しい教授法に基づいた授業を受けている児童数

（2）成　果

1） NCERD スタッフが教員に対して新しい教授法（授業案作成を含む）を的確に指導で

きる。

2） モデル校の教員が新しい教授法を習得し授業で実践できる。

3） 新しい教授法が効果的であることが検証される。

4） 理数科ガイドブックが改訂される。

5） モデル校のスクールベースド・トレーニングユニットがより機能するようになる。

6） 新しい教授法が教育関係者によって認知される。
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（3）活　動

１－１＆２－２　NCERD スタッフと協力して、モデル校の教師に対して理数科の新しい

教授法の実践指導を行う。

２－１　モデル校を選定する。

３－１　新しい教授法の効果を測るための調査方法を検討する。

３－２　モデル校の児童・教師に対し、新しい教授法の調査を行う。

３－３　調査結果を分析し、新しい教授法の効果を実証する。

４－１　授業実践の教訓等に基づき、段階的にガイドブックを改訂する。

５－１　モデル校のスクールベースド・トレーニングユニットの機能を強化するための助

言を行う。

６－１　教育関係者に対して公開授業やセミナーを開催する。

（4）投入（インプット）

（専門家：人数・分野）

・長期専門家：４名（チーフアドバイザー、業務調整員、理科教育、算数教育）

・短期専門家：３名程度／年

（研修員受入れ：人数・分野）

・３名程度／年（理科教育、算数教育）

（機材供与：主要品目、数量、金額等）

　小学校巡回指導用車両１台、授業観察用ビデオカメラ４台、ガイドブック改訂作業用

コンピューター５台など約 1,000 万円

（5）総事業費：約４億円

（6）スケジュール：2003 年４月１日～ 2006 年３月 31 日

（7）実施体制：

1） 先方実施機関：NCERD 及びモデル校（カイロ県内の４校）

2） 国内協力機関：北海道教育大学
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４．評価結果（実施決定理由）

　以下の観点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当と判断される。

（1）妥当性

　エジプトの非識字者は全人口の約40％を占めており、初等教育の量的側面のみならず質

的側面への対応が急がれている。Mubarak大統領もこの点を深く認識しており、2000年の

ダカール国際会議において、大統領自身が教育機会の拡大だけでは不十分であり、全国民

に対する教育、特に教育の質的向上が必要である（Education for Excellence, Excellence for

All）と力説している。他方、我が国の外務省の対エジプト援助の重点分野のひとつにも

「人材育成、教育の充実」が掲げられているほか、1999 年に同大統領が来日した際に両国

間で合意された、「21 世紀の平和と繁栄のための日本－エジプト・パートナーシップ・プ

ログラム」の協力５分野のなかにも「教育」が含まれていることから、本件協力は我が国

の外交政策に合致するものである。さらに、実施機関である JICA は、多数の開発途上国

の理数科教育協力で豊富な経験を有しており、当該分野において JICA が貢献できる余地

は極めて大きい。

（2）有効性

　欧州連合（EU）と世界銀行は1997年から教育向上プログラム（EEP）を実施している。

2002 年からはその柱のひとつである現職教員訓練に力を入れており、特に EUは JICA の

ミニプロジェクトで作成したガイドブックを高く評価し研修で用いることを希望してい

る。EEP はカイロ県を除く 15 県を対象としているが、多数の参加者に対して行うため、

自ずと研修内容は広く浅くならざるを得ない。他方、我が国の協力では、モデル校の教員

を対象とした濃密な実践指導が主要な活動となるが、この方法では広範な規模で行うこと

は不可能であり、限定された範囲を対象とせざるを得ない。このように EU・世界銀行と

JICA はそれぞれのアプローチやプロジェクト目標は異なるものの、互いの弱点を補い合

い、その上位目標「理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び PPMU

研修の対象県の小学校で導入される」を共有する。各ドナーが自らの特長を生かすことに

よって、ガイドブックがエジプト国内で広範に普及する可能性が格段に増すことが期待さ

れることから、本件協力の有効性は極めて高いといえる。



－ 17 －

（3）効率性

　本件協力は、過去に JICA が実施したミニプロジェクトによって作成された理数科の教

員用ガイドブックを基盤としたものである。また、ミニプロジェクト時のC／Pと再び活

動を共にし、必要に応じてガイドブックを改訂しつつ、それを用いた新しい教授法をモデ

ル校において定着させ、普及の基盤を整備しようとするものである。その点で、ミニプロ

ジェクトの財産（成果）である人材と教材をそのまま生かすことができるため、非常に効

率的である。また、国内協力機関もミニプロジェクト時と同じ北海道教育大学であること

から、過去に得た知見とノウハウを本件協力で直ちに生かすことが可能である。

（4）インパクト

1） 開発政策の枠組みへの効果

　本プロジェクトの最終受益者はやがて成人する児童である。教育の効果は数世代にわ

たって継承され、社会全体に絶大なインパクトを与える。本プロジェクトが成功し、そ

の波及効果が確認されれば、同国政府はより教育に関心を払い、現在全国家予算の19.1％

を占める教育予算を更に拡充することも考えられる。さらに、第４次５か年計画では教

育関連の目標は量的向上にとどまっているが、次期５か年計画では質的向上にまで踏み

込んで掲げられる可能性もある。

2） 制度的枠組みへの効果

　エジプトの現職教員の訓練は、NGOを含む国際的な機関がスポンサーとなって、その

ときどきに実施されているのが現状であるが、それが教育省の予算で定期的に開催され

るようになることが強く期待される。本プロジェクトは教育省が各学校に設置を義務づ

けたスクールベースド･トレーニングユニットの活動を支援し（特に理数科教育について

の）、現職教員訓練のレベルを高めていくものと考えられる。訓練が質的に向上すれば、

教育省がその効果を認めて独自のイニシアティブで訓練プログラムを開催することにも

なろう。
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3）社会・経済への効果

a） 受益者の特徴

b） 受益者の数

c） 便益の内容

　便益の内容は、教える側からすれば、新しい教授法の習得と改訂されたガイドブッ

クである。また学ぶ側からすれば、彼ら自身の学力、スキル、態度、そして関心の向

上である。第３及び他の受益者は、各機関の社会的、政治的立場と責任に応じて異な

る性質の便益を受けることになる。

分　類 受　益　者

第１直接受益者
・NCERD スタッフ

・カイロ県のモデル校の教員

第１間接受益者 上記のモデル校の児童（2002年度以降の新４年生）

・モデル校の公開授業を観察した教員

第２直接受益者 ・教員研修プログラムかスクールベースド・トレーニングユニット

　において新しい教授法を学んだ教員

第２間接受益者 上記の教員から教えられる児童

第３受益者　　
・地区・県レベルの教育事務所

・教育省

他の受益者　　 家族、学校、コミュニティー、社会全体

表－３　プロジェクトの受益者の分類

分　類

第１受益者

第２受益者

表－４　プロジェクトの受益者の数

人　数

４～19人

各校２人以上

500 人前後

1,200 人前後

２万2,000人から

６万5,000人程度

100～ 200万人

受　益　者

・NCERD スタッフ

・カイロ県のモデル校の教員

上記のモデル校の児童（2002年度以降の新４年生）

・モデル校の公開授業を観察した教員

・教員研修プログラムかスクールベースド・トレーニ

　ングユニットにおいて新しい教授法を学んだ教員

上記の教員から教えられる児童
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4） 技術的観点からの効果

　プロジェクトの活動が展開されるにつれ、NCERDは経験を積み、様々な教訓を得て、

それらを国中どこでも適用かつ普及可能な組織的共有知にまで高めていくことが期待さ

れる。また、広く浅く教育問題に対処する他のドナーとは異なり、JICAは小学校の理数

科教育という限定された分野において、濃密な技術移転を受ける対象者を絞り込んでい

る。したがって、NCERD スタッフとモデル校の教員たちが、ガイドブックを用いた新

しい教授法を習得したあとは、今度は彼らが幹部トレーナーとなって、全国の他の教員

に対して知識と技術の普及を継続して行っていくことが期待される。

（5）自立発展性

　NCERD は 2003 年に設立 30 周年を迎えており、社会的にも必要不可欠な存在として認

知されているため、本件終了後も継続的な活動のための予算的基盤は十分に整っている。

また、プロジェクトによって作成（改訂）されるガイドブックと育成される人材は、単に

プロジェクト内部にとどまらず、エジプトの教育界にとってかけがえのない財産となる。

NCERDが、学校、地区・県教育事務所、そして教育省と良好な協力関係を維持する限り、

本件協力の自立的発展性は高いと考えられる。

５．外部要因リスク（外部条件）

（1）外部条件

・カイロ県と PPMU 研修の対象県の教育事務所が新しい教授法の普及に関して協力的であ

る。

・カイロ県教育事務所が新しい教授法の普及に関して協力的である。

・NCERD スタッフとモデル校のモチベーションが高いレベルで維持される。

・モデル校の本プロジェクトに対する姿勢、方針が変化しない。

・モデル校の教員が頻繁に異動しない。

・NCERD スタッフが頻繁に異動しない。

・調査に必要なデータが提供される。

（2）前提条件

　エジプト側関係者から本プロジェクトに関する理解、協力が得られる。
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６．今後の評価計画

・中間評価：プロジェクト開始から約１年後

・終了時評価：プロジェクト終了の約６か月前

・事後評価：必要な場合にプロジェクト終了後の約５年後
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